


【柏市医療公社による自己評価】
（外来患者数の目標達成理由）
眼科や小児科等の常勤医師増

（当院の特徴）
入院患者数 ＜ 外来患者数
⇒外来偏重の診療体制が進み，二次救急病院として本来注力
すべき入院・手術・救急の受入れが伸び悩む一因

（改善策）
地域連携及びクリニックとの機能分化の強化 （紹介及び逆紹介）

（前年度比で外来患者数が減少した理由）
インフルエンザ患者が1/3程度に減少



【柏市医療公社による自己評価】
（前年度比で病床利用率が減少した理由）
平均在院日数の短縮
⇒在院日数の短い眼科・小児科の新入院数は増加したが，

外科・循環器・消化器内科・整形外科の新入院数は減少

（病床利用率の改善策）
各診療科において，疾病別の新入院数及び平均在院日数の目標

値を設定・共有する

（補足）
仮に，平均在院日数が例年並みで且つ新入院が減少した外科
△３２名・循環器△１００名・整形外科△４４名・消化器内科△１２名
が前年と同じ±0であったならば，延べ入院患者数は５８，４３４名と
なり病床利用率はちょうど８０％を達成する計算となる。



【柏市医療公社による自己評価】
（科別定床数の設定根拠）
毎年実施される病院運営実態調査（一般病院836病院）による医師
１名当たり／日の平均入院患者数に科別の常勤医師数を乗じた数
を基準値とし，前年度実績等を勘案し決定

（補足）
働き方改革に伴い，子育て中の女性医師や常勤であっても救急対
応や当直対応や入院ベッドを持たない等の多様な働き方を導入して
いるため，常勤医師数の増加分が必ずしも各種数値に反映されな
い状況が生じている。

【医療公社管理課（事務局）による一次評価】
●定床達成率の把握や管理が十分でない
●年度途中での振り返りや検証も実施していない



【柏市医療公社による自己評価】

（地域包括ケア病棟延べ患者数の減少理由）
骨折症例の減少や，経過の長い若しくは難治性の肺炎症例が減少したこ
とによる，整形外科と呼吸器内科の転棟数が減少

（内分泌代謝内科患者数の増加理由）
糖尿病患者における，血糖コントロ－ルや教育入院数の増加

【医療公社管理課（事務局）による一次評価】
ベッドコントロールは看護部のみで実施 ⇒ 横断的に管理していない



【補足説明等なし】



【柏市医療公社による自己評価】

（傾向） 増加＝呼吸器内科，小児（外来）
減少＝循環器内科や整形外科
入院率低下＝令和元年度 41.7％ （入院728／全体1744件）

平成30年度 45.5％ （入院763／全体1674件）

【医療公社管理課（事務局）による一次評価】
救急断り案件について，その原因や改善策が院内で共有されていない

参考）診療科別救急受入れ件数推移 

<外来>
30年度
(2018）

R01年度
(2019 ）

増減 <入院>
30年度
(2018）

R01年度
(2019 ）

増減

科別救急車計 911 1,016 105 科別救急車計 763 728 -35
内科 1 13 12 内科 0 0 0
内分泌･代謝内科 98 119 21 内分泌･代謝内科 72 60 -12
神経内科 0 0 0 神経内科 45 38 -7
呼吸器内科 76 146 70 呼吸器内科 118 156 38
消化器内科 167 152 -15 消化器内科 204 201 -3
循環器内科 138 137 -1 循環器内科 98 82 -16
小児科 63 105 42 小児科 0 5 5
外科 182 161 -21 外科 53 54 1
整形外科 180 179 -1 整形外科 173 132 -41
泌尿器科 4 4 0 泌尿器科 0 0 0
眼科 2 0 -2 眼科 0 0 0  



【柏市医療公社による自己評価】
（眼科） 白内障や虹彩光凝固や硝子体注射等の手術件数が増加

⇒在院日数が短い（若しくは日帰り）傾向
（外科） 胆嚢摘出術等の手術件数が微減
（整形外科）在院日数の長い大腿骨骨折等の症例の件数が減少
（循環器内科）不整脈領域のアブレ－ション（ABL）は増加しているが，

虚血領域のステント留置術等（PCI）は減少傾向
（消化器内科）内視鏡件数及び大腸ポリ－プ切除が減少

【医療公社管理課（事務局）による一次評価】
診療科ごとの手術件数目標値が設定されていない
（医師数等の体制に合わせて目標値を設定していない）



【柏市医療公社による自己評価】
（医業収支赤字の理由）
入院収入が減少したにもかかわらず，人件費が増加

（人件費について）
・各病院ごとに，働き方改革の進捗状況や考え方は異なる
・都市部と地方では，特に医師や看護師の確保について差が出る
⇒当院の人件費率は概ね平均的

（医業収支の改善策）
伸びしろのある入院収入（入院利用率）を上げることで改善を図る
【試算】

収益・・・仮に平均在院日数が1日増え，延べ入院が3677日増えると，利用率
は 80.8%となり，入院収入が約1.8億増収。

費用・・・薬剤材料の値引交渉及び後発医薬品推進により，費用を2%（4000
万）削減。

これが実現できれば，医業収支経常収支共に４％程度は改善する見込み。

【医療公社管理課（事務局）による一次評価】
●収支の管理について，分析及び院内での共有ができていない
●収支と人件費とが連動していない （例：給与制度の見直し）



【補足説明等なし】



【補足説明】
（小児入院受入れ）
平成３０年度から入院患者の受入れを開始し，
令和２年度は月曜日から土曜日の朝まで受入れが可能となった。



【柏市医療公社による自己評価】
（状況）
・大学医局から医師派遣を受入れ
・女性医師の産休等に伴う業務軽減（当直や病棟受け持ち免除等）
や子育て中の医師が数名在院
・小児科については，現状入院はほぼ日帰り検査入院が中心
・放射線科医師３名は，CTやMRI等の読影業務が中心

⇒恒常的に病棟にて入院患者を診ている医師の，
実質的な常勤医人数（研修医は除く） → ３３名
医師一人あたりの受持ち病床数 → ４.６床

（結論）
民間病院のように医師の確保に莫大な費用を掛けることなく医局よ
り安定的な医師の派遣を受ける為に，疲弊しない体制と働きやすい
環境を担保する意味においては，長期的に見て妥当な人数である

【医療公社管理課（事務局）による一次評価】
・大学医局から医師派遣を受けているため，医師数のコントロールが
困難
・医師一人あたりの受け持ち患者の目標設定がない




